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Fire Alarm Radio SYStem for Underground Town

火災時のj壁難誘導,消火ブ古動には無線連絡が不可欠である｡)特にJ也下往†でほ,無

線の不!故地借をなくすため,｢消l妨法+により無線過イ言郁月力設備の設置が義務づけら

れている｡また地‾卜街総合l坊災の観山から,本設備を有効利川するため,1古号察川,

保安川無線を共川する傾向にある｡

ここでは無線過信補肋設備につき､そのシステム構成法を分類解説L,また設計

に必要な無線機音詩の特性,地下街での電波伝搬特惟についての検討を行なったしJ

また,本システム用に低煙害雉燃性ビニルを防火ジャケット とする漏えいト司軸ケー

ブルを開発した｡ここに諸特′性について述べる｡

u 緒 言

地下街防災強化の-･環として,漏えい同軸ケーブル(以‾1こ-,

LCXと略す),又は空中線で構成される無線通信補助設備の

設置が義務づけら.れてし､る(｢消l坊法+施行令第29条の3)｡

従来,一部の地▼卜街ではLCXを展粧しイ米安用無線の空中線

として使用していた1)｡このたびの｢消l彷法+での法制化に当た

っては,その有効性が認められたものであり,火災時の使用

も二号え耐熱構造にするよう規定されているく〕昭和49年の法制

化以来,この設備は各地の地‾F往fに設置され,更に現イr三+二車

中のもの,計画中のものも数多くみられる｡いずれも｢消防法+

規制に某づき設置するものではあるが,設備の有効活用の由

から,消防,警察用無線,瑳主には地下街自身のもつ保安Hj

無線を共用した総合無線システムとする場合が多い｡

本稿では,消防用の無線補助設備を中心に地下街無線シス

テムに関して,その概要､システム設上汁上考慮すべきノ∴t+及

び実施例について述べる｡

田 無線補助設備の1幾能

地下街防災活動については,災害発生時に安全な避難誘導

を行ない,かつ効果的な消火活動を行なうことが必要であり,

そのためには,ニ状況連絡及び適切な指ホのための連絡系を確

保することが不可欠である｡災害発生時には,消防隊,警察

官,繁備貝などが活躍することになるが,これらの機能を図

式化すると図1に示すようになる｡これらの連絡系とLて無

線が最も適しているが,地‾卜街では電波晦雑が非′削こ悪く細

線通話が確保できない｡このため不惑地帯対策として無線通

本設備の目的
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図l無線補助設備の機能 消防.警察,保安無線の総合機能を示す｡
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図2 無線補助設備の構成 LCX及び空中線両者で構成した代表例を示

す｡

信補月力設備の設置が義務づけられている｡

本設備は,LCXの展張又は空中線の取り付け,あるいは両

者の組合せによって構成きれるもので,防災センタく又は地上

で指揮をとる消】妨隊員と地‾F街で消火活動に当たる消防隊員

との間の無線連絡を円滑にするためのものである｡また,本

設備は消1坊の同意のもとに,警察あるいはイ米安用の無線を共

用することが｢消防法+で認められている｡なお,この設備を

構成するLCX,空中線などには耐熱性が一変求されており,火

災時でもすぐに機能を失うことのないよう考慮が払われている｡

6】 無線通信補助設備の構成

3.1 システム構成

システム構成のモデルを図2に示す｡

3.1,l空中線系

LCX及び空中線は｢電波法+上はともに空中線として扱われ

ており,何者とも類似の機能を持っているものである｡

両者を比較すると,LCXは線状のサービス範囲に,空中線は

面状のサービス範囲に適している｡ただし,天井が金属板の

場合にはLCXの天井裏布設ができないため,美観上から空中

線が使われることが多い｡
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3.l.2 無線1幾系

無線機の空中線との接続方法として次の3種類が考えられる｡

(1)接続端子方式

防災センタ及び地上に無線機接続凪端一了一を準備しておく｡

非常時には,隊員が携行する無線機をこの端子につなぎ込み,

無線補肋設備を介して,地下の携帯無線機と‾交信する｡

(2)無線機設置方式

防災センタに無線機を設置し,常時無線補助設備に接続し

ておく｡必要に応じ,地上にこの無線機の遠方制御装置を設

置し,地上からも制御,通話‾叶能とLておく｡

(3)自動中継方式

接続端了一方式と同様に無線機接続端H′･を準備しておき,非

常時には可搬形自動中継器及び移動用空中線を接続する｡ニ

れにより地【F街無線系と地上無線系とを自動的に中継権続し,

両者間の直接通計を可能にする｡

以上,いずれの方式を抹用するかは,無線系運用者の総合

的運用形態により決まってくる｡消l妨無線系としては,(1)の

方式が最も一般的であり,｢消防法_+施行規則第31条の2には

この方式が挙げられている｡ただし,地下街によっては(2),

(3)の方式を採用している例もある｡幣察･保安無線系ではほ

とんど(2)の方式である｡

3.2 システム構成品

図2にあるように無線通信補助設備は,各種機署削二よって

構成されているが,ここに代表的なものをについて述べる｡

3.2.1無線機及び共用装置

無線機については-･般の移動無線機と特に変わるところは

ない｡地下街保安用携帯無線機としては,常時警備員の携行

するものであるため小形軽量であることが望ましい｡

日立携滞:無線機EMM-0106形(図3)は重量約500g,寸法幅

64×高さ150×奥行41(mm)と従来の約-を(当社比)に小形･軽量

化されており,しかも20dB雑音抑圧感度:3dB/ノⅤ以下と高

性能を確保している｡

本システムでは,消防,空竿察,保安無線に空中線系を共用

する場合が多いので,無線機間の二F渉妨害が問題となる｡各

無線局とも陸上移動局であり,そのほとんどは既に認可済み

の電波を使用するため,非常に接近した周波数を共用するこ

とになり,共用装置に要求される性能が上鼓Lくなる｡一最も問

題となるのは,他無線局の送信電波によr)′受信機感度が低下

する隣接周波数干渉(感度抑圧)と,他無線局の送信暗に発生
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図4 干渉防害に関する無線機特性例 (a)は6dB感度抑圧特性を示

すもので,これ以上の防害浪人力は感度抑圧をもたらす｡(b)は送信機雑書特

性を示すもので,無線機から発生する不要電波の最大値を示す｡

する推古による同‥周波数干渉(送信機雉占二)であり,ニれら

を満足するよう共用装置の端子間結合量を設計する必要がある｡

無線機の感度抑圧及び送信機雑音の特性例を図4に示す｡

3.2.2 耐熱漏えい同軸ケーブル

｢消防法+施行規則により地下街に催用されるLCX,空中線

などには耐熱性及び難燃性が要求されている｡

日立耐熱LCX(図5,表l)では従来のポリエチレン シース

形に対し,次の改良を施すことにより電気特性を‡員なうこと

なく良好な耐熱性,難燃性を確保している｡

(1)ガラス テープの絶縁層を持っている｡

燃焼時絶縁用ポリエチレンを保i穫し,最悪時にも内外導体

の短結･を防止する｡

(2)シⅥスを2層構造とし,内層を従来どおr)のポリエチレ

ン,外層を低煙害雉燃性ビニルとした｡

外層は防火ジャケットの役目を果たしている｡低煙害難燃

性ビニルは別途発表されているように2),ビニルに対し燃焼時

に発生する塩化水素の捕捉剤を加え,更に難燃性を増すため

の添加剤(難燃肋剤)を加えたものである｡次にその主な特長

を挙げる｡

(1)難燃性が強く,燃焼時に発i包炭化層を形成し断熱効果が

ある｡

夢

図3 携帯無線寸幾EMM-0川6形 出力IW,小形化されている｡ 図5 耐熱漏えい同軸ケーブル 耐熱絶縁層と外層シースに特色がある｡

28



地下街防災用無線補助設備 983

表l 耐熱漏えい同軸ケーブルの構造及び特性 絶縁体及びシースに耐熱ケーブルとLての特徴がある0

ケーブル サイズ 内部導体 絶 縁 体 外 部 導 体 シ
ー ス ケーブル部外径(mm) 概算重量(kg/m)

42ローLCX(FR)-M アルミ パイプ PEコルデル＋PEチューブート耐熱テープ スロット付アルミ テープ

ポリエチレン十

低煙害難燃性ビニル

50 1.45

40 l,15
33D-LCX(FR)-M

//

20D-+CX(FR)-M 軟鋼パイプ // / Z了 0.9

ケーブル サイズ

】50MHz 40(】MHz

結合損失(dB) 伝送損失(dBルm) 結合損失(dB) 伝送損失(dB/km)

42D-+CX(FR)-M 55 】7 5D 40

33D-LCX(FR)-M 60 19 55 45

20D-LCX(FR)一M 60 26 55 55

(2)燃焼時の塩化水素発生量が少なく(一般ビニルの約15%),

また煙の量も少ない(約妬)｡この特性は特に地下街などの用

途に適している｡

(3)シース材料としての特性はすべて満足している｡

以.Lによr),消防庁耐熱電線認定試験法に準じ,JIS A1304

(建築構造部分の耐火試験方法)に定める加熱曲線の÷の温度

で30分間加熱した後(二撮終温度4200c),消防庁耐火電線と同じ

次の特性を持っている｡

(1)加熱試験後DC500Vの絶縁紙抗試験器で測定した値が0.4

Mn以上あること｡

(2)加熱試験炉の内壁よわ150mm以上延焼しないこと｡

3.3 地下街における電波伝搬特性

システム設計に当たり最も問題となるのは,地7■街での電

波伝j般特性である｡地+卜街では地上に比べて著しく伝搬‡員尖

が増加する｡原因は地下街がコンクリ【ト壁などで囲まれた

空間であり,しかもその中には店舗間仕切r),商品,通行人

など各種のものが含まれることiこある｡

理論検討のため周囲のコンクリmト壁を誘電体とし,地下

街を誘電媒質内の長方形トンネルとみなす｡トンネル内を垂

直方向に電界を持つ(1.1)モードの電波が仁王わるときの電波の

減衰は(1)式のように導かれる3)｡

i‾F＋面
2

1一

2■ヒ

l〕
ここに αγ:伝搬損失(dB/m)

ス:波長(m)

ど1,亡2:比誘電率(亡1;上下壁,E2;左右壁)

d.,d2:地下街寸法(m)

地下街周囲をコンクリートとすれば,亡1=亡2=10となる｡

(1)式より,地下街寸法と伝搬損失の関係は図6のようになる｡

実際には誘電体蟹ばかりでなく金属休もあり,またトンネ

ル内にも誘電体とか金属体が含まれているが各種地下街の伝

搬特性実測結果よりみて,トンネル寸法,周波数と伝搬損失

の関係は,図6の傾向を示すことが確認されている｡実測デー

タの-′一例を図7に示す｡

LCX,空中線などのルー_ト設計は,これら伝搬特性に基づ

いて行なうことになる｡

田 札幌市交通局地下歩道無線補助設備

｢消防法+にヲ這められた無線通信補助設備は既に各地地下街

に設備されているが,ここに札幌市交通局大通り駅地下無線

防災システムを例として取り上げる｡なおこの設備は,札幌

都市開発公社の地下街系と接続運用されている｡

システム系統図を図8に示す｡本システムの特長をまとめ

ると次のようになる｡
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図6 地下街における伝才般特性の理論検討 誘電媒質内の長方形トン

ネルでの垂直方向に電界を持つ(l.りモードの伝搬損失を示す｡ただL,亡1=

∈2=【0,dl,d2=地下街寸法
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図7 地下街における伝搬特性の実測例 IW携帯無線機出力を標準

ダイポール アンテナで受信した受信電圧の距離特性を示す(地下街幅=ほm,

高さ=3m)｡

(1)消防用,警察用,公社用無線を共用している｡

(2)無線系は無線機設置方式を才采用し,消防用は遠隔制御方

式とした｡

(3)LCX及び空中線両者を使用している｡

ルーバー天井部､にはルーバー上に,また金属天井部には専

用ピット(鋼入りガラスでふたをする)にLCXを収容し,広場

及び天井裏スペースの関係でピット作りができない金属天井
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部には空中線を使用した(図9)｡

本設備は昭和51年3月最終試験を終え,現在防災面で実用

されている｡最終試験時のLCX部及び空中線部の電界データ

例を図10に示す｡

図9 耐熱簿形空中線 金属天井部に空中線を取り付けた状況を示す｡

30

注:し0耐熱形33D-LCX-M

②耐熱薄形空中線

③分 配 器

④防災センタ

(9耐熱制御ケーブル
⑥地上遠方制御器

図8 札幌市交通局地下歩

道無線補助設備システム系

統図 33D-LCX(FR)-M約

800m.空中線Il基より成るシス

テムであり.消防用,警察用,

管理用無線を共用Lている｡

l白 結 言

漏えい同軸ケーブル,空中線が地下街での無線不感地域解

消に効果的であることが認められ,防災設備として｢消防法+

にも採り入れられた｡ここでは漏えい同軸ケーブルなどを使

った地下街防災無線通信補助設備につし､て述べるとともに,

実施例として札幌市交通局地下歩道無線通信補助設備を紹介

した｡

最後に,この無線通信補助設備の取r)まとめに際し,御指

導と御協力をいただいた札幌市交通局,札幌都市開発公社,

北海道警察通信部及び札幌市消防局の関係各位に対し手業謝の

意を表わす次第である｡
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図10 無線通信補助設備電界

特性例=5･OMHz)(a)はLCX

方式,(b)は空中線方式,空中線間

隔85m地下街における電界の長手方

向の分布を示す｡




